
　

瀨
戸
議
員
は
「
市
政
改
革

プ
ラ
ン
２
・
０
」
は
、「
官

民
連
携
」
の
名
で
地
下
鉄
・

バ
ス
、
水
道
、
幼
稚
園
や
保

育
所
な
ど
の
民
営
化
が
打
ち

出
さ
れ
て
い
る
と
指
摘
。
市

側
は
「
公
的
な
責
務
は
一
定

便
で
不
便
に
。
大
阪
市
は
市

民
の
権
利
を
壊
し
て
い
る
」

な
ど
の
意
見
を
紹
介
。

　

幼
稚
園
・
保
育
所
に
つ
い

て
も
「
幼
稚
園
児
の
８
割
が

私
立
に
通
っ
て
い
る
と
い
う

が
、
公
立
を
利
用
す
る
２
割

を
切
り
捨
て
る
か
の
よ
う
な

安
易
な
民
営
化
は
す
べ
き
で

な
い
」「
民
間
保
育
所
で
の
乳

幼
児
死
亡
事
故
が
後
を
絶
た

よ
り
も
、
市
民
生
活
が
良
く

な
る
よ
う
黒
字
を
活
用
し
、

災
害
対
策
や
安
全
対
策
、
バ

担
保
し
つ
つ
、
事
業
コ
ス
ト

縮
減
と
市
民
負
担
軽
減
な
ど

サ
ー
ビ
ス
向
上
の
維
持
・
向

上
を
図
る
」
と
答
弁
し
た
の

に
対
し
、
同
プ
ラ
ン
に
対
す

る
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
で

は
市
に
対
し
相
当
厳
し
い
意

見
が
出
て
い
る
と
し
ま
し

た
。

　

瀨
戸
氏
は
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
で
、
地
下
鉄
・
バ
ス

の
民
営
化
に
対
し
て
「
民
営

化
で
一
時
的
な
利
益
を
得
る

な
い
。
公
立
保
育
所
を
増
や

す
こ
と
こ
そ
求
め
ら
れ
て
い

る
」
な
ど
意
見
を
紹
介
。
８

月
末
の
成
案
発
表
と
同
時
に

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
取

り
扱
い
を
発
表
す
る
よ
う
な

こ
と
で
は
、
市
民
の
声
に
応

え
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と

述
べ
、「（
民
営
化
は
）立
ち

止
ま
っ
て
考
え
直
す
べ
き
」

と
力
説
し
ま
し
た
。

リ
ア
フ
リ
ー
化
、
運
賃
値
下

げ
な
ど
を
進
め
る
べ
き
」「
赤

バ
ス
廃
止
や
路
線
バ
ス
の
減

　

江
川
議
員
は
橋
下
前
市
政

の
「
市
政
改
革
プ
ラ
ン
」
に

よ
る
市
民
施
策
削
減
の
一
覧

を
資
料
と
し
て
提
出（
主
な

も
の
を
別
表
で
紹
介
）し
、

　

敬
老
パ
ス
の
有
料
化
、
新

婚
家
庭
向
け
家
賃
補
助
制
度

の
廃
止
、
上
下
水
道
料
金
減

免
制
度
の
廃
止
な
ど
の
切
り

捨
て
を
挙
げ
、「
市
民
生
活

の
向
上
と
大
阪
経
済
に
と
っ

て
マ
イ
ナ
ス
の
『
改
革
』
が

多
数
含
ま
れ
て
い
る
」
と
批

判
。
市
民
や
議
会
の
声
を
聞

い
て
、
根
本
的
に
再
検
討
す

る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

　

ま
た
江
川
議
員
は
、
大
阪

市
内
に
１
９
４
カ
所
あ
る
児

童
遊
園
の
運
営
補
助
金
の
削

減（
４
２
４
万
円
）問
題
で
質

問
。
児
童
遊
園
は
地
域
の
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
の
人
々
が
管
理

・
運
営
し
て
い
ま
す
が
、
補

助
金
削
減
に
よ
り
１
カ
所
で

３
万
７
５
０
０
円
の
負
担
が

強
い
ら
れ
て
い
る
例
を
示

し
、「
本
来
、
市
と
し
て
公

的
責
任
を
果
た
さ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
と
こ
ろ
に
、
こ
の

よ
う
な
理
不
尽
な
仕
打
ち
は

あ
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
主

張
し
、是
正
を
求
め
ま
し
た
。

施
策
の
削
減
額
は
15
年
度
ま

で
の
累
計
で
７
０
９
億
円
、

補
助
金（
一
般
財
源
）の
見
直

し
は
累
計
で
13
億
円
に
上
る

と
指
摘
し
ま
し
た
。

事業・施設名 改悪の内容 削減額 改悪時期
１歳児保育特別対策費（※１）廃止 ６億8400万円 13年
保育料 軽減措置の改悪 １億5100万円 13年

学校給食協会交付金 食材配送費の保護者
負担化 １億2000万円

新婚世帯向け家賃補助 廃止（18年度） 30億1200万円 15年現在
上下水道料金福祉措置（※２）廃止 39億6600万円 14年
民間社会福祉施設職員給
与改善費 廃止 １億200万円 13年

国民健康保険料 保険料アップ ７億7900万円 15年現在
市民病院事業会計への一
般会計からの繰り出し 収支改善 10億3400万円 15年現在

がん検診 ナイスミドルチェッ
ク廃止 １億4000万円 13年

敬老パス
年間3000円、１回乗
車50円の利用者負担
導入

37億6500万円 15年現在

コミュニティ系バス（赤
バス）運営費補助 廃止 ８億3700万円 14年

弘済院 養護老人ホーム廃止
（16年） 2500万円 15年現在

軽費老人ホームサービス 市独自加算廃止 7900万円 14年
食事サービス（ふれあい型）経費縮減 5400万円 13年

ネットワーク推進員活動 補助廃止、区で再構
築 ３億7200万円 13年

地域生活支援事業 支援ワーカー数削減 ３億7500万円 13年
市民交流センター 施設供用廃止
老人憩いの家 運営補助削減 5500万円 13年

社会福祉協議会交付金 事業にたいする交付
金に変更 ５億6800万円 15年度

障害者スポーツセンター
（２カ所）

宿泊施設の収支均衡
（16年） 5400万円 15年現在

青少年野外活動施設（３
カ所）

２カ所廃止（信田山
野外活動センターの
み当面存続）

１億1400万円 14年

大阪市音楽団 廃止（自立化） 5200万円 14年
大阪フィルハーモニー協
会、文楽協会運営補助金 廃止 １億6200万円 15年

男女共同参画センター
（クレオ大阪） 多機能化・複合化 5800万円 15年現在

子育ていろいろ相談センター 廃止（クレオ大阪北に統合） 6300万円 15年
キッズプラザ 廃止（17年） 3200万円 15年現在
生涯・市民学習センター 城北･弁天町を廃止 ２億6900万円 14年
市民交流センター（10カ所）廃止（16年） ７億1700万円 15年現在

※１）１歳児５人に対し保育士１人の配置基準に必要な人件費を民
間保育所に補助。※２）重度障害者、ひとり親世帯、高齢者世帯、
精神障害者世帯等に基本料金相当額を減免

橋下前大阪市長の「市政改革プラン」に
よる主な市民施策の切り捨て（12～15年度）

新「
市
政
改
革
プ
ラ
ン
」は
再
検
討
を

瀬
戸･

江
川
議
員
が
質
問

大 

阪 

市 

議 

会

市
政
改
革
特
別
委

　

大
阪
市
の
橋
下
徹
前
市
長

時
代
に
策
定
さ
れ
た
「
市
政

改
革
プ
ラ
ン
」
の
後
継
計
画

で
あ
る
「
市
政
改
革
プ
ラ
ン

２
・
０（
素
案
）」（
こ
と
し
６

月
公
表
）な
ど
を
審
議
す
る

大
阪
市
議
会
市
政
改
革
特
別

委
員
会
が
７
月
27
日
開
か

れ
、
日
本
共
産
党
の
瀨
戸
一

正
、
江
川
繁
両
議
員
が
質
問

に
立
ち
ま
し
た
。

立
ち
止
ま
っ
て
考
え
直
せ

市
民
と
経
済
に
マ
イ
ナ
ス

地
下
鉄
な
ど
の
民
営
化

橋
下
前
市
政
の「
改
革
」

瀨戸一正市議

江川繁市議
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